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「戦後の復興と成長、現在の平和と繁栄は、一人の偉人、
一つの組織が作ったものではなく、多くの日本人がそれぞ
れの場で、それぞれの業に励むことによって、生み出され
た作品です。

戦後の日本、敗戦国から経済大国へと奇跡的な発展を成
し遂げてきた日本を知るために、こうした多くの人々の事績
と思想を知る必要があります。その意味でも、戦後を生きた
人々は、その体験と考え方を、後世に伝えるべきでしょう。

言葉は風のごとく消え、思い出は土のごとく流れ去るもの
です。しかし、良書は人類共通の財産として残ります」

これは、昭和５９年（1984）の当社創業の時に、当社の
株主で、現内閣特別顧問・元経済企画庁長官・作家の堺屋
太一氏より贈られた言葉です。

当社・出版文化社は、このお言葉を胸に、単行本の出版、
経営者の自叙伝の出版より事業を始めた会社です。

創業の数年後に依頼を受けた社史は、社史のことをよく
知らないままに制作を始め、以来、受注が切れることなく、
今日まで１，３００点余りの企画・編集に携わることができ
ました。もとより、予想していた展開ではありませんでした
が、企業、大学・高校・小中学校、病院、労働組合、公
益法人、その他さまざまな組織との出合いがあり、多くの
ことを学んでまいりました。

それらの経験を基に、いままでにも社史に関する単行本
をまとめてきましたが、それらはいずれもテーマありきで、
その時々に読者のために必要と思われたテーマを企画にし
て出版してきました。

ところが、今回は平成時代の終わりが決まって、その時

序文
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代にまとめられる社史について、読者に伝えよう、という企
画です。平成３１年（2019）４月３０日に終わることが決まっ
た平成時代。それにあわせて社史を出版するためには、以
下のような出版のタイミングがあります。
１）平成３１年４月３０日までに出版する
２）平成３１年の貴社の記念日に出す（創立や設立、創業
者の生誕や没後何年の記念、または商品・製品の発
売記念など）

３）平成時代の全体が見渡せる平成３１年５月１日から社史
を作り出して、完成次第出版する

これから貴社の社史を出版するなら、これらのタイミング
が考えられます。

当社が、いままで社史を出版してきた経験では、５０周
年社史が最も多く、次に３０、４０、１００周年へと続きま
す。やはり、５０年というのはきりのよい数字であるととも
に、創業時のことが語られるギリギリの経過年数というこ
とも言えます。たとえば、創業者が３０歳代で事業を始めた
ら、８０数歳になって、まだお元気である可能性がありま
す。あるいは、創業者のことを知る人が、まだ社内外に存
在することも十分に考えられます。

さらに、終戦後に企業が勃興してきたのが昭和２２年頃
からで、その後､ 朝鮮戦争が勃発した昭和２５年を除いて、
右肩上がりに増加してゆき、起業数の最初のピークは昭和
４８年（1973）の第1次オイルショックの年にさかのぼります。
昭和２３年（1948）の５０年後は平成１０年（1998）で、その
後、２５年間はピークに向かって５０周年が増えてきていま
す。つまり、2023年まで５０周年の社史は堅調に増えていく、
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と考えられます。
さらに、昭和４９年（1974）から起業数は１０万社前後を

凸凹し、昭和６３年（1988）には再び、起業数は14万社超
へと増え、平成３年（1991）までは１６～１７万社に増加し、
再びピークを迎えます。

つまり、平成３年（1991）の５０年後の2041年までは５０周
年を迎える企業が増加し続けると予測されます。予測とする
のは、そこまで企業が生き延びていくことが前提だからです。

ただ、忘れてならないのは、５０周年の社史が最も多くな
る前には、実は、３０周年史が最も多く出版された時代が
ありました。当社が創業したのは昭和５９年（1984）です。
それから数年して社史を手がけるようになりましたが、その
当時に調査をしたら、３０周年が最も多く出版されていまし
た。その頃は大阪におりましたので、最寄りの大阪府立中
之島図書館や、北浜にあった証券図書館へ社史をよく見に
行っておりましたが、当時の所蔵社史のリストを調べた結
果、最も多かったのは３０周年社史でした。

つまり、戦後に企業が勃興してきた昭和２２年（1947）に
３０年を足すと昭和５２年。その年以来、続 と々３０周年を
迎える社史が出版されてゆきました。よって、筆者が昭和
６０年代初頭に調べたときには、「３０周年社史が最も多い」
という調査結果になったのです。

これは何を表しているのかと申しますと、以下のことが挙
げられます。
１）昭和２２年から勃興してきた企業が、昭和３０年代、
４０年代の高度成長期を経て成長し、昭和５０年代に
中度成長期に移り、一段落した時代を迎えて、昭和
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５０年代から社史を作り出した。
２）３０年は一つのビジネスの勃興から衰退までの時間に
等しい。ビジネスモデルのライフサイクルの問題。

３）昭和５９年（1984）当時に、日本経済新聞社が発表し
た「企業３０年説」に習うとおり、明治時代から昭和ま
で、多くの企業は絶頂期を３０年で終えている。

４）創業者が３０～４０歳代で創業した場合、３０年たつ
と、年齢が６０～７０歳になっており、体力的、精神
的にも引退の時期にさしかかっている。

５）創業者に子供がいた場合、３０年たつと、子供は独立
しており、扶養義務が無くなることで、親としての務め
が終わり、労働意欲の減退につながる場合がある。

６）筆者は長寿企業の研究者でもありますが、その調査
でも、創業者の９９/１００者は創業２６年までに会社
をつぶすのが一般的でした。

これらのことから「企業生理学」（企業を生物としてとらえ
て、その諸器官の働きを研究する学問）の点から申しまし
ても、３０年が最初に社史が作られる多い年数で、その
後、２０年たって、２冊目の社史が作られる、という組織
が多いように考えられます。もちろん、１０周年、２０周年、
２５周年（first quarter）、３０と５０の間の４０周年で社史
を出版する組織もたくさんありますが、おしなべて、このよ
うなことが言えるようです。

そこから発想すると、今回、平成３１年４月末で平成時代
が終わるのは、約３０年というたいへん区切りのよい期間で
あり、この間に、企業が、組織がどのような道を歩んでき
たのかを記す、最適な期間であろうと考えられます。
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しかも、江戸時代の光
こうかく

格天皇以来、約200年ぶりの天皇
の生前退位であり、カウントダウンができる、おおっぴらに
準備できるという利点があります。

昭和天皇の時も、昭和６３年から「かなり危ないらしい」
という噂は語られていても、確かな情報は流れておらず、そ

朝日新聞　昭和 63年 9月 24日一部抜粋
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れに向けて準備をしたり、表だって口に出すのははばから
れたことを思い出します。当時、昭和天皇の病状について、
写真のような記事が出たことを思い出します。このような記
事を読んで、国民はひそひそ話をしている状況でした。

ところが、今回は正々堂 と々語り、準備することができま
す。平成が終わる前に、平成時代の資料や情報を集め、整
理し、時代の沿革も語ることができます。ぜひ、この機会
に、貴社の『平成社史』をまとめていただきたいと思います。

本書は、そのための書き方、まとめ方を１冊にしたもので
す。使い方、書き方は、それぞれの章に説明しております。

これらのページに鉛筆で記述をされ、内容を読み返して、
完成を実感できたら、カバーをはずして、本体表紙にタイト
ルと貴社名を入れてください。本文の最初の頁（本トビラ）に
も同じくタイトルと貴社名を入れると完成です。

今回は『平成社史』というオリジナル社史１冊を作ること
が目的です。しかし、本来の社史の目的は、「歴史に学んで、
今後に生かす」ことと、社員と歴史を共有することです。

綴られた貴社の歴史が、何を我々に語っているのか、何が
学びとなるのか、客観的に、かつ分析的に見る。そして、そ
のいくらかでも社員さんに語り、読ませることを考えていただき
たい。それこそが、社史を作る本来の目的であるからです。

勇気を出して貴社の歴史と正面から語り合ってください。
そして、よりよい未来を築くために、ぜひチャレンジを。

貴社のますますのご発展をお祈りしております。

浅田厚志
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